
京都市建築物耐震改修促進計画の中間点検とりまとめ 概要版 京都市都市計画局 令和３年３月

計画に掲げる主な取組方針等 施策の点検結果
（平成28年度～令和元年度実績値）

今後の取組
課題 方針 施策

耐震化の
重要性認
識の浸透

不足

しなやか
な住宅の
耐震化の

促進

１ 市民の費用負
担を軽減する支
援制度
ア リフォーム
工事等に併せ
た耐震化の取
組の推進

イ 建物所有者
や居住者等の
特性に応じた
耐震化の取組
の推進

ウ 密集市街地
対策や京町家
施策と連携し
た耐震化の取
組の推進

○ 耐震診断，計画作成及び耐震改修の支援制度を実施しています。
木造住宅 診断：１４６２戸，計画：２８３戸，改修：２９７２戸
分譲マンション 診断： １０件，計画： ４件，改修： ０件

○ 建物所有者の耐震改修工事の必要性に対する意識が，木造住宅耐震診断士派遣の利用に
より向上しました。

○ リフォーム工事や他の支援制度と併せた木造戸建住宅の簡易な耐震改修が促進されました。

○ 建物所有者や居住者等の特性に応じた働きかけを行うため，耐震診断士派遣の利用者にア
ンケートを送付しました（毎年，前年度利用者を対象に実施）。

○ 密集市街地や京町家の保全・継承に関する施策と連携した耐震化支援を行いました。
・ 密集市街地を中心とした市が定める区域を対象とした防火改修支援制度を創設
・ 京町家の耐震改修に対する助成額の増額，補助メニューの拡充

■ より効果の高い耐震改修に誘導する仕組や他施策と連携した支
援制度の活用

○ より一層安全性を確保するため，「まちの匠」をはじめとする
耐震改修事業者と耐震診断士の連携強化などにより，耐震診断結
果に基づくより高いレベルへの耐震改修への誘導を図ります。

○ 分譲マンションについて，建物やその立地による特性を踏まえ
た支援策を検討します。

○ 京町家の特性に即した耐震改修及び密集市街地を中心とした防
火と耐震の同時改修の促進を図ります。

○ 支援制度をより使いやすくするため，申請手続の合理化や簡素
化を進めます。

○ 市民が補助金相当分の工事費用を一時的に負担しなくてもすむ
よう，申請者の委任を受けた工事施工者等が補助金を受け取れる
代理受領制度の導入を図ります。

■ 市民のニーズや地域の特性に応じた普及啓発の実施

○ 密集市街地対策を推進するため，より一層，防災まちづくりの
取組と連動したまちあるき等の地域における普及啓発を実施しま
す。

○ 市民が耐震化や補助制度をより身近に感じることのできる機会
をつくるため，耐震改修の支援制度を利用している工事中物件の
見える化や，あらゆる媒体を活用した情報発信を行います。

○ 分譲マンションについては，高経年分譲マンションの管理支援
事業との連携を図りながら，耐震化に係るアドバイザー派遣制度
の創設を検討します。

■ 民間の力の活用等による自主的な耐震化の取組を促進するため
の環境整備

○ 耐震診断士や改修事業者等を育成するため，耐震ネットワーク
構成団体を核とした耐震改修に関する技術的な情報発信（メール
マガジンの発行等）や新たな耐震技術を紹介する講習会を実施す
るなど，更なる機能強化を図ります。

○ 市民の主体的な取組を支援するため，耐震ネットワーク構成団
体等の民間活力を生かした地域での相談体制の強化や普及啓発に
取り組みます。

○ 建物所有者に地震に対する建物の安全性を認識してもらうため，
不動産流通時において，耐震診断をはじめとする建物の状況調査
及び状況提示が積極的に実施され定着するよう，建築・不動産等
関係業界に働き掛けます。

○ 市民に使いやすい融資制度となるよう，融資対象の拡充等の条
件緩和について，引き続き，金融機関と連携を図ります。

○ 建物所有者等のライフステージに沿った効果的な耐震化の取組
を推進するため，事業者と連携し，一部屋のみを改修する事例等
の情報発信を図ります。

○ 効果的な耐震化の取組を推進するため，他施策との融合・連携
をさらに強化します。

○ 分譲マンションについては，高経年分譲マンションの管理支援
事業との連携を強化し，市民にとって使いやすく総合的な支援策
を検討します。

住宅の
耐震化支
援制度の
利用促進

建築物に
係る多様
な特性を
考慮した
耐震化の

促進

２ 市民の主体的
な取組を促す普
及啓発

ア 地域におけ
る耐震化の普
及啓発の取組

イ 全市的な情
報発信・普及
啓発の取組

○ 地域における普及啓発活動（チラシの全戸配布，個別訪問等）（計３０２回実施）の効果
もあり，支援制度が市民に普及しつつあります。

○ 密集市街地を中心に，防災まちづくりの取組と連動した地域と行政の協働によるまちあ
るき等の啓発活動を実施しました（計３７回）。

○ 市民の耐震化への意識向上を目的として，耐震改修中の住宅でのオープンハウスを実施
しました（計９回）。

○ 分譲マンションの管理組合からの要望に応じて，耐震化の重要性の説明や支援事業の案内
等，個別相談や出張説明会を行いました。

○ 分譲マンションにおいては，診断や改修において，専門家の助言を望む声が一定数あり，
相談できる専門家がいる管理組合の方が耐震化が進んでいます。

○ 市民しんぶん等による広報のほか，啓発イベントの開催などにより，全市的な情報発信を
行いました（計１６４回）。

○ 事業者向け説明会，専門家向け勉強会を行いました（計７７回）。
○ 小学校や地域イベント等で，子供でも分かりやすいツールを使用した次世代に対する住教
育を実施しました。

幅広い
分野と

連携した
耐震化の

促進

地域特性
に

応じた
効果的な
啓発の
不足

「保全」
と

「更新」
の方向性
に即した
耐震化の

促進

３ 市民が耐震化
に踏み出すため
の環境整備

ア 耐震ネット
ワークを核と
した相談体制，
情報発信，人
材育成等の機
能強化

イ 多様な分野の
関係団体との連
携

ウ 他施策との連
携の強化

○ 耐震ネットワークを核とした相談体制（市民相談及び専門家派遣による個別相談），情報
発信及び人材育成の機能を強化しました。
・ 支援制度の申請窓口について，郵送による受付や窓口時間の延長等，ワンストップ総合

窓口のサービスの充実
・ 耐震ネットワークと連携した出張相談，啓発活動の実施（計１０７回）
・ 京町家耐震診断士向け講習会の開催（年３回）

○ 耐震改修の際に，事業者を通じた支援制度の周知が行われています（事業者から支援制度
を紹介された割合４８％）。

○ 多様な分野の関係団体との連携を図りました。
・ 耐震ネットワークに新たに不動産関連団体が参画
・ 独立行政法人住宅金融支援機構との連携による京町家耐震改修への融資対象の拡充，京

町家耐震改修事例集及び京町家耐震診断・耐震改修の手引きの作成

○ 外部団体が実施するマンション耐震セミナーの後援や，京都市マンション管理セミナーに
おいてパンフレットの配布を行いました。

○ 密集市街地対策や京町家の保全・継承に関する施策等と連携の強化を図りました。
・ 「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」の制定や京町家支援の充実と併せた連携

として，市民向けの説明会や京町家活用に関する事例集の作成，京町家を対象に啓発チラ
シのポスティングを実施しました。

・ 密集市街地を中心に，防災まちづくりの取組と連動した地域と行政の協働によるまちあ
るき等の啓発活動を実施しました（計３７回）。

・ 空き家所有者や地域の方々が気軽に相談できる「京都市地域の空き家相談員」に対し，
耐震化支援制度の研修を実施しました。
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匠」と
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ワークと
地域
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宅

１／２
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計画に掲げる主な取組方針等 施策の点検結果
（平成28年度～令和元年度実績値）

今後の取組
課題 方針 施策

不特定多
数が利用

する
建築物の
耐震化が

未完

耐震診断
が義務化
された

大規模建
築物の

耐震化の
促進

１ 所有者の費用
負担を軽減する
支援制度

ア 耐震診断義
務付け大規模建
築物の耐震化の
支援

イ 耐震診断義
務付け沿道建築
物の耐震化の支
援

ウ 緊急性や公
共性が高い特定
建築物の耐震化
に対する支援

○ 耐震診断，計画作成及び耐震改修の支援制度を実施しています。
耐震診断義務付け大規模建築物 計画：６件，改修：７件
耐震診断義務付け沿道建築物 診断：４件，計画：１件，改修：０件
緊急性や公共性の高い特定建築物 診断：８件，計画：２件，改修：３件
修学旅行生が利用するホテル・旅館 診断：１件，計画：１件，改修：２件

○ 耐震診断義務付け大規模建築物については，耐震診断の義務化，診断結果の公表及び手厚い
支援制度により，耐震改修や建替えによる耐震化が進みました。

公表総数１１４件のうち，耐震性あり：８１件，除却済：８件（令和３年３月末時点）
○ 耐震診断義務付け沿道建築物については，耐震診断の義務化，診断結果の公表及び手厚い支
援制度により，耐震化に向けた取組を実施しました。これまで，京都府と連携のうえ，府指定
道路及び市指定道路の耐診断義務付け沿道建築物沿道の所有者等に対して，個別訪問等により，
支援制度の活用を促すなど，耐震化の取組を進めて推進してきました。

○ 耐震診断義務付け沿道建築物については，診断結果を報告する期限までに，計画的に耐震診
断を実施し，結果報告がされる建築物がある一方で，コロナ禍の影響等から，耐震診断が進ま
ないケースも散見されます。

○ 病院や避難所等防災活動拠点は，支援制度の活用や用途特性上の社会的要請によって，計画
策定時と比較して耐震化が進みました。

○ 緊急輸送道路等を閉塞させるおそれがある建築物は，支援制度の活用や主要道路沿道の市場
価値の優位性から，耐震化が進みました。

○ 修学旅行生が利用するホテル・旅館は，リニューアルや建替え時の耐震化や支援制度の活用
によって，計画策定時と比較して耐震化が進みました。

○ そのほか，民間社会福祉施設等は，京都市民間社会福祉施設等耐震化計画（平成２６年度策
定）等に基づき耐震化を推進しています。

○ 支援制度の申請手続については，補助申請を行う前の事前協議制度を設け，制度活用の順番
や事業執行予定年度の見える化など，申請者にわかりやすい制度の改善を行いました。

■ 緊急性や公益性の高い建築物の耐震化促進に向けた支援制
度の更なる運用

○ 耐震診断義務付け対象建築物については，緊急性や公益性が
最も高いことを踏まえ，引き続き支援制度の積極的な活用や指
導・助言等を行い，優先的かつ重点的に耐震化を促進します。

○ 耐震診断義務付け沿道建築物の耐震診断結果の報告期限につ
いて，コロナ禍の影響により耐震診断に実施の遅れが生じてい
るものがあるため，府市協議のうえ，耐震診断の結果の報告の
期限を令和３年１２月３１日から令和５年３月３１日に延長し
ます。

○ 耐震診断義務付け沿道建築物は，所有者が診断と報告の義務
を円滑に履行できるよう，前述のコロナ禍の影響への配慮を行
いながら，指導・助言を行います。

○ 緊急輸送道路等の中でもとりわけ重要度の高い重要路線沿道
の建築物については，支援事業を活用して耐震診断をしたもの
を中心に，耐震化の働きかけを行います。

○ 都市の防災性等の観点から，緊急性や公益性の高い既存耐震
不適格建築物に対する支援制度の改善や充実については，継続
して検討していきます。

○ 市民が補助金相当分の工事費用を一時的に負担しなくてもす
むよう，申請者の委任を受けた工事施工者等が補助金を受け取
れる代理受領制度の導入を図ります。（再掲）

■ 建築物用途や所有者の特性等に応じた普及啓発や主体的な
耐震化を促進するための環境整備

○ 耐震化の重要性の高い建築物を中心に，耐震化の動向を把
握しつつ，速やかな耐震化に繋がるよう，引き続き，建築物
用途や所有者の特性等に応じたきめ細やかな働きかけを行い
ます。

○ 災害時に重要度の高い建築物については，非構造部材の耐
震化など減災効果のある取組の促進が図れるよう，関連部署
や京都府等と連携し，その対策や普及啓発を検討します。

○ 本市の支援制度の活用事例等の公開など，耐震化を検討する
ための参考となる個別具体的な情報を提供できる仕組みづくり
を検討します。

○ 行政と耐震に係る民間事業者や専門家との連携を深め，耐震
化に必要な情報を所有者等にわかりやすく提示します。

防災上
重要な

建築物の
耐震化の

促進

災害時活
動に重要
な道路沿
道建築物
の耐震化
が必要

災害時に
最低限の
通行を

確保する
必要があ
る道路沿
道建築物
の耐震化
の促進

防災上
重要性の

高い
道路沿道
建築物の
耐震化の

促進

２ 所有者の主体
的な取組を促す
普及啓発

○ 支援制度の幅広い広報とともに，対象者には個別にパンフレットを配布し，制度周知を図り
ました。

○ 京都府旅館ホテル生活衛生同業組合など補助対象事業者が所属する団体に，支援制度の説明
のため，出張説明会を実施しました。

○ 修学旅行生が利用するホテル・旅館，耐震診断義務付け対象建築物等の所有者に，耐震化の
意向調査や支援制度の案内を定期的に行いました。

○ 耐震診断義務付け対象建築物の所有者等について，個別訪問や個別協議により，耐震化の必
要性や義務化の法的根拠，補助制度の説明等を行うほか，相談に応じ指導・助言を行いました。

○ 特定建築物の所有者への普及啓発や指導・助言により，耐震化の努力義務については６７％
が認識しています。

建築物所
有者に対

する
啓発の
不足

効果的な
普及啓発

と
情報提供

３ 所有者が耐震
化に取り組みや
すい環境整備

○ 個別の問合せや相談に対し，支援制度の案内のみならず，耐震改修事業者等の情報提供及び
耐震化の重要性の説明などの対応を行いました。

○ 耐震診断義務付け対象建築物の所有者には，個別の事情を聞き取り，具体の相談に応じると
ともに，耐震化の進捗確認を行いました。

○ 情報提供や技術的な相談対応により，耐震化の必要性についての周知は進んでいますが，
「進め方がわからない。」，「支援策の内容を知りたい。」といった意見があります。

課題 方針 施策 施策の点検結果 今後の取組

災害時に
重要な公
共建築物
の耐震化
が未完

災害時に
防災活動
拠点とな
る施設等
の耐震化
の推進

１ 市有建築物の
耐震化を推進
する取組

○ 市有建築物は，積極的な耐震化の推進により，耐震化率が９５％を超え，より一層耐震化が
進みました。

○ 市有建築物の耐震化について，庁内連絡会議等で進捗状況を把握し，進行管理を行っていま
す。また，市有建築物の耐震性に係る情報の公表を，毎年ホームページ上で行っています。

○ 耐震化が完了していない施設については，できるだけ早期の耐震化の実現に向けて，計画の
実施又は検討を進めています。

○ 非構造部材である特定天井及び平成２５年文部科学省通知に基づく天井の脱落対策は，対象
の８２施設のうち，学校施設３３施設はすべて対策 が完了，庁舎施設については，対策が完了
又は設計中等のものが３０施設あります。（令和２年４月末時点）

○ 本市所管のブロック塀の安全対策は，安全性に問題がある７３３箇所のうち，３２３箇所に
ついて対策が完了しました。（令和２年３月末時点）

○ 京都市地域防災計画や京都市公共施設マネジメント基本計画の取組と連携を図りながら，耐
震化を推進しています。

○ 耐震化が完了していない施設について，個別の状況を考慮し
つつ，耐震化を推進します。また，市有建築物の耐震性に係る
情報の公表は，今後も引き続き行っていきます。

○ 特定天井の脱落対策は，対策に着手している施設は着実にこ
れを進めるとともに，未着手の施設は，速やかに着手するよう
努めます。

○ 本市所管のブロック塀の安全対策は，道路に面するものを完
了させるとともに，民地境界に面するものも隣接地との協議が
整い次第，安全対策を進めていきます。

○ 引き続き，京都市地域防災計画や京都市公共施設マネジメン
ト基本計画の取組と連携のもと，対象市有建築物の耐震性を含
む情報の一元化など，計画的かつ効率的な耐震化の進行を図り
ます。

耐震化を
踏まえた
公共施設
マネジメ
ントが
必要

関連計画
と整合し
た効率

的・効果
的な

耐震化の
推進

２／２

京都市建築物耐震改修促進計画の中間点検とりまとめ 概要版 京都市都市計画局 令和３年３月


